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報道資料

平成２１年３月２５日

平成２１年度組織機構改正及び定期人事異動について
平成２１年４月１日付けで組織機構改正及び定期人事異動を行いますので、お知

らせします。

第１ 組織機構改正等の概要

１ 全体的事項
平成２１年度の組織機構については、①「くまもとの夢４カ年戦略」の実現

に向けた実効ある組織体制の整備を図るとともに、②危機的財政状況を踏まえ、

行財政改革の取組みなど喫緊の課題に対応するための組織体制の整備といった

観点から、必要な組織の改正及び人員の重点配置等を行った。

２ 主な改正事項
■ 「くまもとの夢４カ年戦略」の実現に向けた組織体制の整備

○「観光経済交流局」の設置【商工観光労働部】 経済上昇

・ 「稼げる県」を目指し、「くまもとブランド」の確立と併せ、国内外との

観光交流、経済交流、県産品のＰＲや販路拡大等を一元的かつ効果的に行う

ため、商工観光労働部内に「観光経済交流局」を設置。

・ 局内に「観光交流国際課」と「くまもとブランド推進課」を設置。

また、観光交流国際課内に「国際交流室」を設置。

※「稼げる県」への取組みの戦略的な展開

観光振興や県産品の販路拡大等については、これまで関係部局各課の連携のもと

取り組んできたが、トップセールスをはじめとする「稼げる県」への取組みの戦略

的な展開をめざし、商工観光労働部内に「観光経済交流局」を設置。

観光立国推進基本法、同法に基づく観光立国推進基本計画の制定や観光庁の発足

といった国の動向も踏まえた組織改正。

※「観光経済交流局」の職員数の規模は、専任の局長以下、計４６名を予定

・局長１名

・観光交流国際課（課内室「国際交流室」含む）３０名

・くまもとブランド推進課１５名 計４６名

※全国の観光振興担当の部内局の設置状況について

平成２０年度の都道府県組織体制における観光振興担当の部内局組織の設置状況

は１８道府県となっている。

※「くまもとブランド推進課」に類似した他県の組織について

「みやざきアピール課（宮崎県）」「かごしまＰＲ課（鹿児島県）」

「観光・ブランド振興課（岐阜県）」「しまねブランド推進課（島根県）」
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○「雇用対策室」の設置【商工観光労働部】 経済上昇

・ 雇用対策に係る施策の企画、調整を行い、総合的な雇用対策を推進するた

め、労働雇用総室内に「雇用対策室」を設置。

○「農村・担い手支援課」及び「担い手支援室」の設置【農林水産部】 経済上昇

・ 稼げる農業を目指して、「耕作放棄地対策」や「担い手対策」などに重点

的に取り組むため、農業経営課を「農村・担い手支援課」に改編するととも

に、課内に「担い手支援室」を設置。

○「認知症対策・地域ケア推進室」の設置【健康福祉部】 長寿安心

・ 認知症患者をはじめとする要介護者を地域全体で支える体制づくりを進め

るため、高齢者支援総室内に「認知症対策・地域ケア推進室」を設置。

○「ねんりんピック推進室」の設置【健康福祉部】 長寿安心

・ 高齢者を中心とした健康増進や社会参加、世代間交流の促進を目的として、

平成２３年度に本県において開催予定の「全国健康福祉祭」の開催準備のた

め、高齢者支援総室内に「ねんりんピック推進室」を設置。

○「新幹線元年戦略推進室」の設置【地域振興部】 品 格

・ 平成２３年春の九州新幹線全線開業を見据え、県下全域における地域づく

り、開業関連イベントや横軸交通アクセスの改善等を展開する「新幹線元年

戦略」に県民総力戦で取り組むため、地域政策課内に「新幹線元年戦略推進

室」を設置（熊本都市圏振興室は廃止）。

○「夢のある教育」推進体制の整備【総務部】（【教育委員会】） 人が輝く

・ 私学振興を通した「夢のある教育」について検討を進めるため、私学文書

課内に専任職員を配置するとともに、当該専任職員を中心に「夢教育（私学

振興）チーム」を設置。

※ 教育庁教育政策課内に設置される「教育プラン推進班」との連携を強化し、

「くまもと『夢への架け橋』教育プラン」推進体制を整備。
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■ 行財政改革の取組みなど喫緊の課題に対応するための組織体制の整備

○総合政策局組織のスリム化【総合政策局】

・ 総合政策局内の業務及び体制を見直し、「政策調整室」、「特定政策推進

室」及び「重点施策推進室」を廃止し、組織のスリム化を実施。

・ 政策立案機能と政策調整機能のより有機的な連携を図るため、秘書課政策

調整室の業務を企画課に統合し、「企画調整課」に改称。

※ 人員体制についても、７３人（H20.4） ５９人（H21.4）と▲１４人を削減。

○「行政経営課」の廃止【総務部】

・ 新たな行財政改革基本方針（財政再建戦略）の策定作業が終了することな

どから、「行政経営課」を発展的に解消し、業務を人事課、財政課等へ移管。

○「資産活用推進室」の設置【総務部】

・ 財政再建のための歳入確保対策の一つとして、県における資産売却を強力

に推進するため、総務部管財課内に「資産活用推進室」を設置。

○「人権同和政策課」の設置【環境生活部】

・ 人権施策の総合的推進を図るため、「人権同和対策課」と「人権センタ

ー」を統合し、「人権同和政策課」を設置。

○「新幹線都市整備室」の設置【土木部】

・ 新幹線関係業務の進捗を踏まえ、「新幹線都市整備課」を都市計画課の課

内室へ改編。

○「河川開発室」の設置【土木部】

・ 河川開発に係る総合的かつ専門的な対応を図るため、河川課内に「河川開

発室」を設置。
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○課内室の廃止【健康福祉部・農林水産部】

・ 業務見直し及び組織スリム化等の観点から、健康福祉部「生活習慣病対策

室」、農林水産部「政策企画室」「みどり推進室」「県産材利用推進室」の

所管業務を関係課に移管し、廃止。

○熊本農政事務所及び各地域振興局の農業振興・普及体制の見直し【農林水産部】

・ 各種補助制度等の農業振興施策の周知・実施と農畜産物の生産技術等の普

及・啓発について、対象農家にワンストップで支援できる現場体制の構築を

図るため、熊本農政事務所及び１０地域振興局の農業振興課と農業普及指導

課を統合し、「農業普及・振興課」を設置。

○個別出先機関の庶務業務の集約化【農林水産部】

・ 不適正経理問題等を踏まえ、効率的な事務体制の構築及びチェック体制の

強化の観点から、個別出先機関の庶務事務の集約化を図り、１人庶務担当者

体制を解消。

※庶務業務を集約する対象機関（１３機関）

■農業研究センター 業務集約 茶業研究所、い業研究所、果樹研究所、

草地畜産研究所（農大阿蘇校舎）、高原農業研究所

■中央家畜保健衛生所 業務集約 城北家畜保健衛生所、阿蘇家畜保健衛生所

■城南家畜保健衛生所 業務集約 球磨農業研究所

■天草家畜保健衛生所 業務集約 天草農業研究所

○「保育大学校」の廃止【健康福祉部】

・ 近年の民間保育士養成施設の増加等を踏まえ、「保育大学校」を廃止。

■ その他の組織改正事項

○「職員厚生室」の設置【総務部】

・ メンタルヘルスなど職員の健康支援を強化するため、総務事務センター内

に「職員厚生室」を設置。
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○「男女参画・協働推進課」への名称変更【総務部】

・ 現在のﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ指針に替わる協働や県民総参加に関する新たな指針づく

りに取り組むなど県民やＮＰＯ等との具体的な実践（協働）を推進するため、

男女共同参画・ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ推進課の名称を「男女参画・協働推進課」へ改称。

■以上により、知事部局における本庁の課等の構成(出納局を含む。)については、

平成２０年度は、９総室６３課１室２センター（計７５課等）が、８総室６２課

１室１センター（計７２課等）となる(▲３課等）。

出先機関については平成２０年度の７６機関から７５機関となる（▲１機関）。

（参考）知事部局以外の組織改正事項

○荒瀬ダム問題への対応の強化 企業局

・ 荒瀬ダム問題に対して、総合的な対応を行うため、荒瀬ダム対策室を

工務課から総務経営課に移管するとともに、組織体制を強化。

○監査体制の強化 監査委員事務局

・ 不適正経理問題等を踏まえ、監査機能の強化を図り、より機動性の高

い組織体制に見直しを実施。

（第一課、第二課の廃止及び「監査監」（Ｌ課長級・３名）の配置）

３ 職員配置数の状況（知事部局（県大派遣除き、病院局含む））

(１) 知事部局職員数の増減の状況

・ 平成１７年から４年間の削減数の累計は▲３８１人。

・ 知事部局における定員管理計画（H17.4.1～H22.4.1の５年間）職員削減目標

数▲３６１人に対し、計画を一年前倒しで達成。（進捗率１０５.５％）

・ 職員数は、１３５人削減（速報値）の見込みであり、１年間の削減数とし

ては過去最大。

※ 平成２１年２月に「熊本県財政再建戦略」に基づく新たな定員管理計画を策定し、知事

部局の職員数（病院局及び県大派遣除き）を平成２０年４月から平成２４年４月までの４

年間で▲４８２人削減する目標を掲げ、引き続き行政の効率化や組織の見直しに取り組む

こととしている。
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○定員管理計画に基づく知事部局（県大派遣除き、病院局含む）の職員数の削減の状況
（人）

年度 H17.4.1 H18.4.1 H19.4.1 H20.4.1 H21.4.1 H22.4.1

職員数 5,154 5,093 5,018 4,908 4,773 (当初目標値)

実績 (速報値) 4,793

削減数 ▲61 ▲75 ▲110 ▲135 ▲361

実績 (速報値) (▲7.0％)

４年間実績累計 ▲381 (▲7.4%)

進捗率 381/361 → 105.5%

(２) 職員（事務）配置の主な増減事由

職員総数を削減する中で、重点施策等へ対応するため職員を重点的に配置。

職員数の主な増減事由は以下のとおり。

① 主な増員事由

・総務事務センターにおける旅費事務等集中化

・地方税特別徴収対策

・夢教育（私学振興）関係業務

・新幹線元年戦略推進業務

・ねんりんピック大会開催準備

・観光経済交流局設置（観光交流国際課、くまもとブランド推進課）

② 主な減員事由

・庶務事務集中化による庶務執行体制の見直し

・行政経営課の廃止

・保育大学校の廃止

・新幹線用地業務の縮小
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第２ 人事異動等の概要

１ 全体的事項

人事異動を行う当たっては、新たな人事評価制度に基づく人事評価を踏ま

え、適材適所の配置に努めた。

また、派遣研修や業務についての庁内公募に加え、本庁班長、出先課長等

のポストについての庁内公募（ポストチャレンジ）を引き続き実施。

２ 異動者総数（知事部局） （単位：人）

Ｈ２１年度 異動者総数 ２，２３４
［うち、組織機構改正分を除く］ [１，９７８]

Ｈ２０年度 異動者総数 ２，１５３
［うち、組織機構改正分を除く］ [１，９９１]

３ 異動者数の内訳(知事部局） （［ ］は、組織機構改正分を除く異動者）

（単位：人）

部長級 次長級 課長級 補佐級 係長級 一般職員 合 計
Ｈ21 １６ ４５ ２２６ ７００ ７４８ ４９９ ２,２３４
年度 [16] [45] [223] [620] [637] [437] [1,978]
Ｈ20 １０ ６１ １９６ ６８０ ７２０ ４８６ ２,１５３
年度 [10] [61] [185] [647] [682] [406] [1,991]

４ 主な異動者

【部長等】

（新職） （氏名） （前職）

総合政策局長 安倍 康雄 八代地域振興局長

総務部長 松山 正明 議会事務局長

環境生活部長 駒崎 照雄 環境生活部次長

商工観光労働部長 中川 芳昭 東京事務所長

総括審議員

兼観光経済交流局長 守田 眞一 総合政策局次長

東京事務所長 木村 利昭 総務部次長

農業研究センター所長 三島 和隆 農林水産部次長

天草地域振興局長 中山 寛 環境生活部次長

企業局長 川口 弘幸 総務部次長

人事委員会事務局長 中村 和道 総括教育審議員兼教育次長

監査委員事務局長 林田 直志 健康福祉部次長
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議会事務局長 井川 正明 人事委員会事務局長

【振興局長】

（新職） （氏名） （前職）

玉名地域振興局長 岩田 宣行 高齢者支援総室長

菊池地域振興局長 田中 彰治 水俣病審査課長

阿蘇地域振興局長 岡本 哲夫 首席総務審議員兼秘書課長

八代地域振興局長 伊藤 敏明 首席農林水産審議員兼農林水産政策課長

球磨地域振興局長 宮尾 尚 首席商工審議員兼商工政策課長

５ 県と市町村等との人事交流（知事部局）

(1) 県→市町村等への職員派遣（副市町村長を含む）

平成２１年度は１５市町等に３１人を派遣

（平成２０年度は１５市町等に２８人を派遣）

【新たな派遣先】

派 遣 先 派 遣 部 課

熊 本 市 企画財政局政令指定都市推進室
企画財政局財政課

荒 尾 市 市民福祉部健康生活課

上 天 草 市 企画観光部商工観光課
経済振興部農林水産課

(2) 市町村→県への職員派遣

平成２１年度は２６市町村から県へ６０人の派遣

（平成２０年度は２２市町村から県へ６１人の派遣)

【主な受入所属】

県での受入所属 派 遣 元
総務部税務課 熊本市、八代市、人吉市、玉名市、宇城市、
地方税徴収特別対策室 美里町、南関町、菊陽町、小国町、嘉島町、

御船町
総務部市町村総室 熊本市、天草市、山鹿市、上天草市、和水町、

大津町、芦北町
地域振興部地域政策課 天草市、山鹿市、上天草市
観光経済交流局 天草市、上天草市、阿蘇市
観光交流国際課

中央児童相談所 熊本市

福岡事務所 玉名市、天草市、山鹿市、山都町
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６ 職員の派遣研修等（知事部局）

平成２１年度は２１人を派遣予定（平成２０年度は２７人）

【国：８人、県：５人、民間：２人、大学院等３人、海外１人等】

【主な新規派遣先】

・東京大学エグゼクティブ・マネジメント・プログラム

７ 女性職員の登用（知事部局）

① クラス別女性職員昇任者数
課長級 課長補佐級 係長級 計

３ １７ ５２ ７２

② クラス別女性役付職員数 （ ）は平成20年度 (単位:人)

次長級 課長級 課長補佐級 係長級 計

１ １７ ８０ ３４８ ４４６

（１） （１７） （７０） （３３５） （４２３）

③ 職員に占める女性職員の割合 (単位:%)

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

19.0 19.3 19.3 20.0 20.3 20.4 20.6 20.6 20.7

④ 役付職員（係長級以上）に占める女性職員の割合 (単位:%)

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

9.9 10.5 11.0 11.2 11.5 11.7 12.6 13.3 14.1

８ 庁内公募（知事部局）

(1) 目的・意義

① 職員の主体的なキャリア選択の支援

② チャレンジ精神あふれる組織風土の醸成

③ 職員のモラールアップ（士気の高揚）及び職場の活性化

④ 能力が最大限に発揮できる適正配置の推進

⑤ 職員の能力の有効活用による公務能率の向上
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(2) 応募状況及び選考結果

対 象 業 務 等 応募者数 選考者数

① 派遣研修等関係 ９名 ５名

・中央省庁 ２名 ２名

・大学院等 ４名 ※２名

・その他（他県、公的機関） ３名 １名

② 各部局が提示した業務関係 ２７名 ７名

③ ポストチャレンジ ６名 １名

合 計 ４２名 １３名

［参考］平成２０年度：応募者数４４名、選考者数１８名

※大学院等への選考者については、Ｈ２１年度受験者を含む。

［問い合わせ先］

総務部人事課：田原（内線３０６２）

白石（内線３０４５）

小金丸（内線３０６６）



平成２１年度 本庁組織改正の内容
＜参考資料＞

Ｈ２０．４．１ Ｈ２１．４．１

３課 ３課
総合政策局 総合政策局

企画課 企画調整課
特定政策推進室
重点施策推進室

秘書課 秘書課
政策調整室

広報課 広報課

２総室７課１センター ２総室６課１センター
総務部 総務部

人事課 人事課
人材研修センター 人材研修センター

総務事務センター 総務事務センター
職員厚生室

行政経営課
私学文書課 私学文書課

法制・公益法人室 法制・公益法人室
県政情報室 県政情報室

財政課 財政課
財政改革室 財政改革室

管財課 管財課
資産活用推進室

税務課 税務課
地方税徴収特別対策室 地方税徴収特別対策室

市町村総室 市町村総室
危機管理・防災消防総室 危機管理・防災消防総室
男女共同参画･ ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ推進課 男女参画･協働推進課

１総室６課 １総室５課
地域振興部 地域振興部

地域政策課 地域政策課
熊本都市圏振興室 新幹線元年戦略推進室

川辺川ダム総合対策課 川辺川ダム総合対策課
情報企画課 情報企画課
文化企画課 文化企画課
国際課

旅券センター
交通対策総室 交通対策総室

新幹線･並行在来線対策室 新幹線･並行在来線対策室

統計調査課 統計調査課

３総室６課 ３総室６課
健康福祉部 健康福祉部

健康福祉政策課 健康福祉政策課
福祉のまちづくり室 福祉のまちづくり室

社会福祉課 社会福祉課
少子化対策課 少子化対策課

子ども家庭福祉室 子ども家庭福祉室
高齢者支援総室 高齢者支援総室

認知症対策・地域ケア推進室
ねんりんピック推進室

障がい者支援総室 障がい者支援総室
医療政策総室 医療政策総室

国保・高齢者医療室 国保・高齢者医療室
健康づくり推進課 健康づくり推進課

生活習慣病対策室
健康危機管理課 健康危機管理課
薬務衛生課 薬務衛生課

１０課１センター １０課
環境生活部 環境生活部

環境政策課 環境政策課
環境立県推進室 環境立県推進室

環境保全課 環境保全課
水環境課 水環境課
自然保護課 自然保護課
廃棄物対策課 廃棄物対策課

公共関与推進室 公共関与推進室
水俣病保健課 水俣病保健課
水俣病審査課 水俣病審査課
食の安全・消費生活課 食の安全・消費生活課

消費生活センター 消費生活センター
交通・くらし安全課 交通・くらし安全課
人権同和対策課 人権同和政策課
人権センター



Ｈ２０．４．１ Ｈ２１．４．１
２総室４課 １局１総室６課

商工観光労働部 商工観光労働部

商工政策課 商工政策課
産業支援課 産業支援課
経営金融課 経営金融課
企業立地課 企業立地課
観光物産総室
労働雇用総室 労働雇用総室

雇用対策室
産業人材育成室 産業人材育成室

観光経済交流局

観光交流国際課
国際交流室

くまもとブランド推進課

１総室１３課 １総室１３課
農林水産部 農林水産部

農林水産政策課 農林水産政策課
政策企画室

団体支援総室 団体支援総室
団体検査室 団体検査室

農業経営課 農村・担い手支援課
担い手支援室

農業技術課 農業技術課
農業技術支援室 農業技術支援室

農産課 農産課
園芸生産・流通課 園芸生産・流通課

流通企画室 流通企画室
畜産課 畜産課
農村計画・技術管理課 農村計画・技術管理課

技術管理室 技術管理室
国営事業対策室 国営事業対策室

農村整備課 農村整備課
農村環境室 農村環境室

森林整備課 森林整備課
みどり推進室

林業振興課 林業振興課
県産材利用推進室

森林保全課 森林保全課
水産振興課 水産振興課
漁港漁場整備課 漁港漁場整備課

１２課１室 １１課１室
土木部 土木部

監理課 監理課
用地対策課 用地対策課
土木技術管理室 土木技術管理室
道路整備課 道路整備課
道路保全課 道路保全課
河川課 河川課

河川開発室
港湾課 港湾課
都市計画課 都市計画課

景観公園室 景観公園室
新幹線都市整備課 新幹線都市整備室

下水環境課 下水環境課
建築課 建築課

営繕室 営繕室
建築物安全推進室 建築物安全推進室

住宅課 住宅課

砂防課 砂防課

会計管理者 会計管理者
２課 ２課出納局 出納局

会計課 会計課
管理調達課 管理調達課

９総室６３課１室２センター (計 ７５課等) ８総室６２課１室１センター (計 ７２課等)

［参考］

企業局 企業局

総務経営課 総務経営課
荒瀬ダム対策室

工務課 工務課
荒瀬ダム対策室

監査委員 監査委員

事務局 第一課 事務局
第二課


